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配偶者控除
現行では、配偶者の年収が103万円以下であれば、納税者の所得税の対象となる所得金額から満額の38万円が控除され、納める税金が安くなります。
この配偶者の年収上限が平成30年以降、103万円から150万円に変更されます。
また、納税者本人の所得が900万円（給与収入1,120万円）を超えると控除額が逓減していき、1,000万円（給与収入1,220万円）を超えた場合適用が受けられなくなります。
 

配偶者特別控除
現行では、納税者の所得が1,000万円以下の場合は、配偶者の年収が103万円を超えても141万円未満であれば、「配偶者特別控除」が適用できます。
今回の改正にあわせて、配偶者特別控除の適用となる配偶者の年収も150万円超201万円未満に変更され、納税者本人の所得金額が900万円を超えると控除額が逓減となります。


注意点
配偶者の年収が増加した場合の社会保険料や会社から支給される手当への影響など、手取り額が減少する可能性もあるので、適用にあたっては総合的に判断する必要があります。


 ＊参考
                                                    控 除 額  
納税者の所得金額        70歳未満の配偶者   70歳以上の配偶者  
900万円以下                         38万円                    48万円  
950万円以下                          26万円                   32万円  
1,000万円以下                       13万円                   16万円  
1,000万円超                                         適用なし  





